
行政資料

大都市財政の一実態

「5府県と都市問題」に関連して

指定都市事務局

＜昭和43年６月＞

解説

現行の地方公共団体の経費負担に対する財源の保

障は，制度的にも実態的にも不備であり，かなり

以前からその是正がさけばれている。国と地方公

共団体間の財源配分の不合理に加え，都府県と市

町村間の配分がからみ，問題の所在を複雑にして

いる。とくに大都市圏においては，人口の集中に

ともない行政需要が量および質の両面において，

他の地域に較べてはるかに多いため財政事情も深

刻なものがある。

ここに紹介する資料は，大都市財政ひいては大都

市問題についての５府県く神奈川・愛知・京都・

大阪・兵庫＞と指定都市の考え方を示したもので

ある。税源配分等をめぐって各所に両者の意見の

対立がみられるが、これらは基本的には日本の都

市政策があまりに貧困なために生ずる対立であ

り，確固たる大都市政策の樹立が望まれる。

はじめに

経済り急速な成長に伴う都市への人口集中と自動

車交通量の増大を端緒として，いまや，日本の都

市は、交通混雑，下水，ごみ，し尿の処理，公害

対策その他多くの問題をかかえ混乱状態にある。

とくに，大都市においては，多年にわたる公共投

資の立ち遅れからくる産業基盤と生活環境の悪化

が，大都市の努力にもかかわらず，日々進行して

いるのが実情である。

このような，いわゆる都市問題発生の原因は，わ

が国における都市政策の欠如と，それから生じた

都市財政の貧困にあることはいうまでもない。

昨今,各政党こぞって，都市問題に真剣に取組む

体制をとりつつある。このことは，都市問題の深上

刻さ，重要さを示しているといっても過言ではな

い。いまや日本の都市問題とくに大都市の再開発

産業基盤の充実，市民生活環境の改善は，日本の

政治の中で，もっとも緊要な課題であるというこ

とができる。

この問題解決のためには，全国都市はもとより

国，府県が相協力して進むことが肝要であろう。

指定都市としても，ここ数年来，マヒ寸前の都市

行政の実態を改善するため，税制，国庫補助負担

金制度等について,国，地方を通ずる財源の再配

分及び制度め改正を関係団体ともども要望してき

た。

　その骨子は次のとおりである。

　１　税制改正

(1）都市的税目の拡充

ブ　法人所得課税の充実

イ　消費課税の拡充

ウ　土地・家屋の譲渡・取得にかかる税源の付与

（2)道路財源の拡充

（3）租税特別措置等の整理合理化

２　国庫補助制度の改正
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(1)超過負担の解消

(2)差等補助の撤廃

(3)大都市再開発などに対する高率補助制度の創

設

その結果，国会ならびに政府諮問機関である税制

調査会，地方制度調査会の決議，答申においても

機会あるごとに大都市財政強化の必要性が説かれ

るに至ったのである。

今回，指定都市を包括する５府県連絡事務局から

　「５府県と都市問題」と題する冊子が配布され，

５府県の見解

１　都市問題の基調

５府県は大都市を中心として大

規模な人口と産業の受入れの場

として，大都市を含めた周辺地

域全体の均衡ある発展を図る使

命を持ち大都市だけでは完結的

に処理できない諸問題につい

て, 5府県は常に協力すること

を心掛けており，そのための膨

大な財政需要に対処する必要が

あるので，大都市に府県税を移

譲する余地はない。

したがって財源が不足する場合

の大都市財源の不足は国からの

税源移譲を要請すべきである。

２　府県財政の現況

５府県の財政需要は飛躍的に増

嵩されることが予想されるにも

かかわらず，富裕団体の名のも

とに各種財源調整が加えられ，

そのため人口１人当り一般財源

は財政力の低い県よりもはるか

に下位にある。

したがって人口，産業の集中が

府県の都市問題に対する態度が表明されている

が，指定都市としては，手を携えてともに大都市

問題解決のため邁進したいと考えている。

過密の弊，交通混雑，公害の多発等極度の混乱を

呈して今や一刻も放置出来ない大都市の現状をど

うしたらよいか，実態認識の上に立った府県の協

力を期待するものである。

なお，前記「５府県と都市問題」の内容について

誤解を招く懸念がある点があるので，若干説明を

加えることとしたい。

指　定　都　市　の　意　見

指定都市が大都市財政の財源拡充について，ここ数年来強く要望し

て来た趣旨は「はじめに」においてものべたとおり抜本的な国，地

方を通じての税源の再配分を強く要望しているのであって，その財

源要望の中で，指定都市の特例事務等と関連して多少府県の財源に

係る点があるが，それが要望の本旨でないことは明白である。今回

の５府県の意見において大都市を中心とした都市問題について５府

県が理解と意欲を示していることは，多くの点で共感できるが，具

体的に都市問題を解決してゆく主体は住民に直結した市町村である

べきであり，特に指定都市は５府県のいう広域的均衡の中では解決

できない種々さしせまった具体的な問題のため膨大な特殊財政需要

にせまられているので，5府県は府県としての職責と使命を遂行す

る中で，大都市の現況とその方向により一層の積極的理解を示され

るよう期待したい。

(1）5府県が産業の集中，人口の急増に伴なう都市施設，生活環境

施設のための公共投資として周辺都市に多額の経費を投入しそのた

め財政需要が急激に増嵩している事実は理解できる。

しかし，5府県はその他の一般府県とはことなり，指定都市の市域

内では国府県道の管理，18項目の移譲事務，定時制高校，教職員の

給与費，保健所設置市における保健衛生事務など，指定都市が法令

により府県に肩代って行なっている特例行政に伴う財政負担＜42年

度においては指定都市全体で176億円の一般財源を要している。＞を
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５　府県の見解

もたらす膨大な行政需要を賄う

ための財源に事欠く状態にあ

る。

３　大都市の財政需要

(1)大都市の財政が窮乏して

いる主な原因は，

（ア）人件費が飛躍的に増大

　しつつあること。

指定都市の意見

免がれており,大都市を含んだ人口で単純に１人当りの一般財源を

比較することには，いささかの疑問もある。また，財源が不足して

いるかどうかは，財政需要との対比においてのみ意味がある

（2）地方交付税の算定において，大都市のすべてが交付団体である

という事実は大都市財政が５府県のそれ以上に貧困であることを如

実に示している。

地方交付税算定における交付基準額の比較

（1）現行の地方税財政制度では，市税は伸長性に乏しく，国庫補助

金，地方交付税の制度においても、財政需要の実態に合わないのが

現状である。

ー方大都市においては産業基盤の充実，生活環境の整備等多くの財

政需要に迫られており，これが解決のため各年許す限りの経費投入

を行なっているのであるが，現行財政制度の下では到底大都市機能

の回復強化は望めるものではなく，抜本的な財政制度の改革を強く

要望しているもめである。

　（ア）大都市は，住民生活と直接関連する具体的な施策を行なう面

　が強く人員の増加は止むを得ない実情であるが，極力その増加を

　押えることに努め，次にみるように、人件費の５大市における伸

　びは，市町村はもとより，都道府県，5大府県いずれにおける伸

びよりも低い。

普通会計人件費の比較
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５府県での見解

イ　国庫負担事業におい

て巨額の超過負担を蒙って

いること。

(ｳ)特に交通事業等公営企

業及び国民健康保険事業が

連年赤字経営のため，普通

会計から巨額の繰出＜41年

度6指定都市合計136億円＞

を行なっていること。

（エ）市税の大宗である固定

資産税の課税標準額が長期

間にわたり，余りに低くお

さえられていたこと。

指　定　都　市　の　意　見

(イ　国庫補助事業の超過負担問題は，すべての地方公共団体に共し

通した問題であり，したがって超過負担の解消については，指定

都市も、他の地方公共団体ともども、今後ともその解消に努めた

い。

（ウ)①　まず独立採算制を建前とする，交通、水道両事業に対し

　　ては,原則として補てんをしていない。即ち公営企業会計へ

　　の繰出し13億円のうち交通事業８億円，工業用水道事業７億

　　円，となっており水道事業からは逆に繰入となっているので

　　あって，交通事業に対する繰出は地方公営企業法にもとづぐ

　　経費の負担及び路面交通事業が財政再建企業に指定されたこ

　　とによる普通会計の負担であり，また，工業用水道事業は地

　　盤沈下対策どしての事業の性格にもとづく繰出である。

　　②　準公営企業会計は,下水道,市場事業など本来独立採算制

　　の建前になっておらず，地方公営企業法上も公共性の限度に

　　おいて，当然普通会計からの繰出を必要としている事業であ

　　る。特に下水道事業は，基幹的都市施設として汚水処理及び

　　雨水排除のための事業であり,繰出金は，雨水排除に対する

　　当然の繰出で準公営企業会計に対する繰出106億円中71億円

　を占めている。

　　③　国民健康保険事業にあっては，医療給付費及び事務費に

　対する国の負担金が過少であったため，繰出を余儀なくされ

　　たことによるものであり，指定都市だけの問題ではない。

(エ)土地にかかる固定資産税の課税標準額が長年にわたり低く押

えられたことが，市町村税の伸びなやみに拍車をかけたことは指

摘のとおりである。

このため，昭和41年度に現行の負担調整措置が負担の限度まで採

用され，年々増徴されているのである。もとよりこの措置は今後

も引き続き続けられ指定都市財政の改善に寄与ナることを希求し

ている。

しかしながち現行負担調整措置成立の経緯からみても，現実論と

して，現在の負担調整措置を大幅に上廻る急激な改正は困難では

なかろうか。とすればその現実の上に立って適正な税の再配分が

必要であろう。

(オ　地方交付税の基準財政需要額に大都市の財政需要が充分算定

されていないこごとは，指摘のとおりである。もとより，大都市は
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５府県の見解

　(2)大都市が都市再開発と社

　　会開発に立ち遅れをきたし

　　た原因は，もっぱら大都市

　　だけの力で解決しようとし

　　たことであり，このような

　　現状を打開するには府県と

　　大都市とは相互協力し，府

　　県は広域的見地からする各

　　種施策の統一的処理を行な

　　うこととし，大都市はその

　　投資的経費を大都市内の再

　　開発，生活環境整備，その

　　他大都市本来の行政需要に

　　集中的に振り向けるべきで

　　あり，そのため大都市は，

　　前述の財政窮乏の原因を改

　　善する必要がある。

４　大都市税の問題点

　(1)大都市税の地位低下につい

　　て，指定都市は，昭和25年

　　度を基準として説明してい

　　るが，税の比重，指数，伸

　　長率等を比較するには，基

　　準年度のとり方が合理的で

　　なくてはならない。昭和35

　　年度または36年度に大阪，

　　神奈川，愛知く愛知県は35

　　年度に不交付団体となっ

　　た＞の３府県と，大阪，横

　　浜く横浜市は35年度は普通

指　定　都　市　の　意　見

道府県税と市町村税の推移

政需要が算定されなかった

こと。

昭和24年度以降の道府県税に対する市町村税の地位は別表のとおりである。

(1)　税制の再検討は企業活動，経済情勢などの関係から比較的長期

の経過をみて行なうことが適当である。

指定都市は昭和25年度または30年度を基準としているが，これは，

25年度にシャウプ勧告に基づき現行地方税制が確立されたこと及び

　基準財政需要額の算定に際し,その改善を強く要望し，今後もそ

　の努力を続けるものであるが，地方交付税制度の本質からいっ

　て，本来その市域内に豊かな税源に恵まれている指定都市が国に

　よる財源保障をうけねばならないという現実こそ現行地方税制の

　欠陥を物語っているものである。

(2)　5府県は，大都市財政窮乏の原因として前記のような問題点を

あげているが，大都市としては，可能な限り節約と増収を図り,重

点的に経費配分をしているのであって，その財政の窮乏はもはや極

点に達している現況にある。

大都市は経済成長に伴う発展の拠点として，国土計画及び府県の広

域計画の中にあって，事務配分に則り，産業基盤の充実，再開発の

促進，大都市住民の生活環境の改善等，複雑多岐な大都市行政を推

進しているのであって，そのための財源不足が巨額に達しているの

である。この現状を打開するためには，国・地方を通じ抜本的な税

財政制度の改善が待たれるのである。
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５府県の見解

交付税７千万円を交付され

ている＞，名古屋の３市が

ともに不交付団体であった

こと，37年度以降大都市財

政が急激に悪化した事実に

着目して35年度を基準とす

ることが公平であると思わ

れる。

指　定　都　市　の　意　見

(2)大都市税の伸長率について

　は，昭和35年度を100とす

　る41年度の５府県普通税総

　額の伸長率247に対し, 5

　大市のそれは221で，かな

　り低い。しかし，それは土

　地に対する固定資産税の課

　税標準額が極端に低く抑え

　られ，かつ硬直化していた

　ことに原因がある。

(3)①指定都市は法人所得に係

　る税源の配分を要望してい

　るが，現行地方税制では，

(2)①　土地に対する固定資産税の課税標準額が極端に低く抑えられ

　ていることは５府県の意見のとおりである。しかし前述のとおり

　固定資産税は財産課税としての性格等から国の方針として現行の

　負担調整措置がとられているものである。

　②　大都市税の伸長率の低さは，固定資産税の伸びの低さにも一

　因があるが，むしろ，伸長性，弾力性に富む法人所得課税や流通

　税，消費税などの都市的税目を殆んど与えられていないことに大

　きな原因がある。

(3)①　法人の税負担をすべての税種について総合的にみれば，市町

　村では市民税以外に固定資産税，電気ガス税，道府県税では事業

　税，府県民税のほか，料飲税，自動車税，不動産取得税があるの

昭和29年警察の府県移管に伴う財源措置等として地方税制が改正さ

れ, 30年度に平年度化されたことによるものである。

なお，道府県税と市町村税の推移を考察するのに，交付税の交付，

不交付の別は何ら関係はないものと思われる。

府県税に対する市町村税の低下



　道府県税は事業税を大宗と

　し，市税は市民税と固定資

　産税とを大宗としているの

　で，法人の固定資産税の関

　係を除外して法人所得関係

　だけを取り上げ，国税・府

　県税と市税とを対比して考

　えることは片手落である。

　②５府県と５大市につき41

　年度の普通税総収入額の住

　民１人当り額を対比して考

　察すると，5府県税１万

　1,900円に対し，5大市税

　1万3,500円で５大市の方

　が１人当り1,600円多い。

(4)製造品出荷額について，昭

　和35年度または, 36年度を

　100として，41年度の伸長

　率を比較してみると，指定

　都市の主張とは反対に，5

　大市はいずれもその伸長率

　よりも市税収入額の伸長率

　の方がはるかに高く，大都

　市税制が企業活動に即応し

　ていないと断ずるのは，早

　計というべきである。

(5)人口の流動等に伴う道路，

　交通，保健衛生，清掃など

　の行政需要からの関連から

　これに見合う消費課税を府

　県から指定都市に移譲すべ

　きだと主張しているが，こ

　れらは大都市と周辺市町村

　との間の問題として調整検

　討すべきであって，直ちに

であって，これらも含めて検討するべきであろう。

指定都市は税財源の再配分による根本的改正を求めており，その

一環として都市における企業活動とそれに関連する公共投資等の

需要の増大に見合う法人所得課税の拡充を要望しているのであ

る。

　②税収入が多いか少ないかは財政需要と相関関係のもとに考察す

　べきであり，仮りに41年度交付税の基準財政需要額の一人当り額

　でみて乱

　５大市　　11,738円

　５府県　　9,372円

　差引　　　2,366円

　で５大市の方が2,400円多くなっていろ。

（4）税制の再検討は，企業活動や経済情勢などの関係から，長期的

な経過をみて行なうことが適当であり，前述(1)の理由から，昭和30

年度を基準とすることが妥当である。

（5）流動人口の激化に伴う財政需要の増嵩に対する税財源の付与

は，周辺市町村との間で調整すべき問題であるというよりは，大都

市とその周辺市町村の人口増に伴う急激な財政需要の増大を考える

とき，根本的な大都市地域の財政問題として捉えるべきであって，

国税，道府県税，市町村税間における税源の再配分を検討すること

が必要である。なお，43年度から交付税算定において，核となる大

都市とその周辺の都市圏内の市町村に対して採られることになった

都市圏補正による基準財政需要の割増しかさ上げも，このような必

要性に基づくものである。
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　府県税の大都市への移譲に

　転嫁して解決すべき問題で

　はない。

(6)指定都市は，｢土地・家屋

　の譲渡・取得にかかる税を

　付与せられたい｣と要望し

　ているが，土地・家屋の所

　有に対しては，市町村税と

　して固定資産税がその譲渡

　に対しては国税として所得

　税が，その取得に対しては

　府県税として流通税である

　不動産取得税が課せられる

　という現行制度は，税体系

　として妥当なものである。

(7)道路目的財源について

　５大市が｢大都市における

　義務的経費の特殊な態容｣

　としている一般国道及び府

　県道の管理費用は，国の支

　出金，譲与税と府県の交付

　金によって十二分にカバー

　されて余りがある。

指　定　都　市　の　意　見

（6)大都市の再開発，生活環境の整備と不動産流通の激化との間に

は相関関係が深いことからみて，税源の再配分にあたっては，土

地・家屋の譲渡取得にかかる税が適当であると考える。

(7)①　道路目的財源については，地方道路譲与税の配分が道路事業

　費の実態にかかわりなく国・府県道の面積，延長により配分され

　ていること及び５府県中，神奈川，愛知，大阪の３府県が譲与制

　限を受けているため, 5府県の道路財源は一般府県より不利とな

　っており，その配分の適正化については指定都市ともども協力し

　てその改正に努力しなければならない。

　②　大都市における国・府県道の管理費は，今日大都市の義務的

　経費の特殊な態容として高い比率を占めているにもかかわらず，

　５府県の道路財源に関する見解にいう国・府県道の管理費は国庫

　補助事業だけをとらえているものであり，市単独事業並びに街路

　事業等は除外されている。現行道路目的財源はその団体のすべて

　の国・府県道管理費に充当すべきものである。

　指定都市の42年度における国・府県道の管理費についてみると，

　地方負担額は145億円，道路目的財源は94億円であって，差引51

　億円にものぼる自主財源を府県に代って，充当を余儀なくされて

　いる状況であり，指定都市の道路財源は余るどころか都市財政窮

　乏の一大要因となっている。

　③　国の道路整備５ヶ年計画に見合う昭和41年度の指定都市の道

　路事業費＜道路橋梁費及び都市計画街路費＞とその地方負担額及

　び財源充当の実態は次のとおりである。指定都市は，国の道路整

　備計画における全国の地方負担額に対する一般財源の比率54％と

　比較して相当高い比率の一般財源を充当しているのである。

５府県の見解
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昭和41年座　指定都市の道路事業費の状況

　29年に大都市を始め市町村

　の自治体警察を廃止して，

　　道府県警察が創設された

　　際，従来大都市が自治体警

　　察を維持管理するのに要し

　　た多額の財源を府県に移譲

　　することかく，そのまま大

　　都市に保有させた。

　　その財源をもって18項目の

　　特例事務に要する経費を十

　　分支弁できるはずであり,

　　しかも大都市の基準財政需

　要額にはその経費の相当額

　が算入され，保証されてい

　るのであるから,いまさ

　ら，18項目の大都市特例事

　務を理由として府県税の移

　　譲を要望することは当を得

　ないのである。

(8)大都市特例事務の財源措置

問題

(8)昭和29年に大都市をはじめとする市町村自治体警察が廃止され，

道府県警察が創設されたが,その際における財政措置については,同

年に実施された税制改正によって道府県民税＜市町村民税の一部移

譲＞，道府県たばこ消費税及び不動産取得税の創設等により地方全

般を通じた財源調整がなされたものと考えるべきである。しかるに

指定都市における国府県道の管理，保健衛生事業等の特例事務は他

の県と市町村との間ではみられないものであり，これに要する財源

は現行税制度において殆んど措置されておらず，反面その経費は年

々増嵩しているので，これに即応する財源措置を必要としているの

である。また特例事務等に係る経費が地方交付税の基準財政需要額

に算入されていることをもって解決されたと考えるのは適当でな

い。すなわち大都市が各般の行政特例に基づき府県に肩代って要し

　ている巨額の特例的財政需要＜42年度の一般財源所要で176億円＞

　に対しては，本来的には税制特例，目的財源の付与によって財源措

　置を講ずべきで，交付税はその補完的な調整をなすものである。

大都市の行政特例による財政需要＜42年度＞

府県に肩代って要している特例的財政需要
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